
２００７年５月の経済情勢 

 

１．概要 

（１）５月としては記録的な寒さによりエネルギー需要が増加したため、ガス、電力、軽

油などの供給が不足し、広範な供給制限が行われた。政府は、鉄道サービスへの不満によ

る暴動事件の発生を受け、同路線を運営する民営化鉄道会社のコンセッション契約を破棄

する政令を制定した。 

 政府は、家畜市場への介入をやめることなどを約束し、農牧業界及び食肉業界との合意

に達した。これを受け、家畜市場への入荷は正常化した。 

先月に続き、様々な業界で、16.5％程度の賃上げで賃上げ交渉が妥結した。 

（２）南米銀行創設に向けた財務相会合が開催され、６月下旬に南米銀行の創設のための

議定書に署名することなどが決定された。また、亜伯が導入しつつある二国間の貿易にお

ける国内通貨の使用を可能とさせる地域通貨システムを進展させることなども合意された。

亜伯間の自国通貨による貿易決済については、１０月からパイロットプランが開始される

予定である。 

（３）消費・生産ともに堅調に推移しており、市場見通しでは 07 年の成長率は 7.7％、08

年は 6.3％と予測されている。 

政府発表では、５月までの消費者物価の伸びは 3.4％に留まったが、実際にはこれをか

なり上回っていると見られている。 

（４）穀物輸出代金の流入によるペソ高圧力が強まっているものの、金融市場は安定的に

推移している。外貨準備高は過去最高を更新した。財政も安定的に推移している。 

４月の貿易は、輸出が前年比 9％増、輸入が同 23％増となり、貿易黒字は同 18％減少し

た。 

 

２．経済の主な動き  

（１）経済全般 

10 日、11 日、ブエノスアイレス市で第一回米州バイオ燃料会議が開催された。 

11 日、連邦生産審議会が開催され、経済の高付加価値化及び競争力の強化等を目指す国

家生産計画の大枠が提示された。同計画は年内に発表される予定である。同審議会におい

て、キルチネル大統領は、工業化を促進する政策を持たなければならないと述べると共に、

（次期大統領就任日である）12 月 10 日に地獄から脱出すると述べた。 

22 日、政府は、メトロポリタノ社が運営するロカ線及びベルグラーノ・スール線のコン

セッション契約を破棄する政令を制定した。今回の決定は、１５日にコンスティトゥシオ

ン駅で発生した暴動事件、及び鉄道サービスに対するその後の批判に対応したものと見ら

れている。同路線の運営は、半官半民のＵＧＯＦＥ社が引き継ぐことになる。 

24 日、キルチネル大統領は、大統領就任後初めて亜工業連盟会長と会談し、同会長は開
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発銀行の創設を要望した。 

月末にかけて、５月としては記録的な寒さによりエネルギー需要が増加したため、大口

使用者向けガス供給が制限され、また、チリ向けガス輸出の制限、ボリビアからのガス輸

入の増強がなされたのみならず、一時、一般家庭向けガス供給の圧力も下げられた。さら

に、一時、ガススタンドでのガス販売も停止されたため、ブエノスアイレス市内のタクシ

ーの多くが営業できない状態となり、タクシー運転手による抗議活動も行われた。また、

電力使用量も過去最高を記録し、ブラジル及びウルグアイから電力の緊急輸入が行われた

が、ブエノスアイレス市周辺では停電が生じた。相次いで発電所の不具合が発生したこと

も重なり、一時、大口使用者向け電力供給が制限された。また、各地で軽油不足が生じた。 

31 日、政府は、鉄道事業管理の機構再編を行い、鉄道インフラ管理公社と鉄道網運営公

社を創設する法案を議会に送付した。前者は鉄道インフラ・投資の管理を行い、後者は鉄

道サービスの提供・管理を行う。１５日にコンスティトゥシオン駅で発生した暴動事件及

びその後の批判に対応したものと見られている。 

引き続き、統計局職員は、統計行政への政府の介入に反対してデモを行った。 

 

（２）物価・賃金 

（イ）物価 

 ８日発表された貧困水準算定の基礎となる基礎食料バスケット指数が前月比 0.1％の上

昇に留まったことから、先月に続き同数値の信頼性が疑問視されている。 

 ９日、３ヶ月以上にわたる交渉の末、政府は、農牧業界及び食肉業界との合意書に署名

した。肉牛の参考価格を平均 14％引き上げて実態に合わせると共に、半頭分の牛肉の参照

価格を設定し、消費者価格は上昇しないようにする。政府は家畜市場への介入をやめる。

最低５０万トンの輸出枠を設けるとともに、子牛の飼育促進のため 2.7 億ペソを措置する。

この合意を受け、家畜市場への入荷は正常化した。他方、交渉参加を拒否していた亜農牧

連合会（ＣＲＡ）は、傘下のブエノスアイレス・ラパンパ農牧協会連合会（ＣＡＲＢＡＰ）

が先月 30 日から 11 日までストライキを行った。 

 22 日、農牧庁と農牧業界は、先日の合意に基づき、飼育用子牛の補助制度について合意

した。飼育頭数 600 頭未満の小規模牧畜業者を対象に、100 頭までは１頭につき 60 ペソ、

次の 100 頭までは各 30 ペソ、次の 100 頭までは各 20 ペソを補助する。対象業者は 8万社

強と見られる。 

（ロ）賃金等 

３日、金属労組は、企業側と 16.5％の賃上げで合意した。 

14 日から、ＬＡＮアルゼンチン航空労組は、ストライキを行った。 

 15 日、皮革、液化ガス、造船、食用油、鶏肉労組は、企業側と 16.5％の賃上げで合意し

た。 

 16 日、鉄道労組は、企業側と 16.5％の賃上げで合意した。 
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 17 日、地下鉄労組がストライキを行い、ブエノスアイレス市内の交通が混乱した。その

後も、地下鉄労組は、改札口を開放し乗車料金の徴収を放棄する行動を行った。 

 23 日、最高裁は司法職員の給与を 16.5％引き上げることを発表した。 

 24 日、食品、軍需、塗料業界及びアルゼンチン航空の労組は、企業側と 16.5％の賃上げ

で合意した。 

 

 

（３）金融・財政 

８日、亜工業連盟の新会長就任式において、ミセリ経済相は、この成長プロセスをてこ

入れする金融機関が必要ないか考える時が来たと述べ、開発金融機関創設の意向を示した。 

10 日、BonarⅩ国債 7.5 億ドルの入札が行われ、18.6 億ドルの応札があり、実質利回り

8.44％で落札された。 

 11 日、穀物輸出代金の流入によるペソ高圧力を緩和するため、中銀は、非居住者の海外

送金については中銀による事前確認を不要とする措置を発表した。 

 22 日、中銀は、ペソ高回避のための為替介入により放出されたペソ資金を吸収するため、

これまでより期間の長い４年物の中銀債を初めて発行した。 

 

（４）対外関係 

 ３日、エクアドルで南米銀行創設に向けた財務相会合が開催され、６月下旬に南米銀行

創設のための議定書に署名することが決定された。 

 22 日、パラグアイのアスンシオンで南米銀行の創設に関する財務相会合が開催され、開

発銀行としての役割を優先させる、南米諸国連合構成国に南米銀行への加盟を招請する、

加盟各国が対等な投票権を持つ、亜伯が導入しつつある二国間の貿易における国内通貨の

使用を可能とさせる地域通貨システムを進展させることなどで合意した。また、同時に開

催されていた第５回メルコスール共同市場審議会特別会合に出席していたタイアナ外相は、

本年１０月から伯との自国通貨による貿易決済のパイロットプランを開始する予定である

と述べた。 

 23 日、亜政府は、セーターの輸入について、非自動的許可措置を採ると発表した。 

 28 日、来亜した Falkenberg・EU 通商総局局長補は、タイアナ外相等と会談し、「ドーハ

に続き、メルコスールとの交渉は EU の２番目の優先事項である」と述べた。 

 

３．経済指標の動向 

（１）経済活動全般 

３月の経済活動指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 7.6％増、前月比 0.9％増となっ

た。 

 ５月のＲＥＭ（民間エコノミストの予測の中銀による集計値）の平均では、07 年の実質
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ＧＤＰ成長率は 7.7％、08 年は 6.3％と予測されている。 

 

（２）消費 

（イ）小売 

４月のスーパーマーケット売上高（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 14.6％増、前月比

1.1％増、ショッピングセンター売上高（ＩＮＤＥＣ発表）も、前年同月比 16.4％増、前

月比では 1.4％増と引き続き好調だった。 

（ロ）自動車販売 

自動車協会（ＡＤＥＦＡ）が発表した５月の自動車販売台数は、前年同月比 17.0％増、

前月比 3.0％減と、引き続き好調だった。 

 

（３）工業生産・建設活動 

（イ）工業生産 

４月の工業生産指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 6.8％増、前月比 0.5％増となっ

た。引き続き自動車の生産が好調だった。 

４月の稼働率は、前月に比べ 1.2％ポイント上昇し 74.2％となった。引き続き、石油精

製が 95.1％、基礎金属が 94.7％と高かった。 

（ロ）建設活動 

４月の建設活動指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 0.1％増、前月比 5.9％増となり、

引き続き低調だった。 

（ハ）自動車生産 

自動車協会が発表した５月の自動車生産台数は、前年同月比 42.9％増、前月比 9.2％増

と引き続き好調だった。 

 

（４）物価・雇用 

（イ）物価 

５月の消費者物価指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前月比 0.4％の上昇となり、１月からの

累計では 3.4％の上昇に留まったが、実際にはこれをかなり上回っていると見られている。 

５月の卸売物価指数は、前月比 1.4％の上昇となった。 

ＲＥＭの平均では、07 年の消費者物価指数の上昇率は前年比 9.6％と予測されている。 

（ロ）雇用・賃金等 

2007 年第１四半期の失業率（ＩＮＤＥＣ発表）は、前期比 1.1％ポイント上昇したもの

の、前年同期比 1.6％ポイント低下し、9.8％となった。しかし、失業率が一桁になった場

合には終了することになっている解雇手当の割増措置については、社会プラン受給者を含

めた失業率が依然二桁に留まっていることから、継続されたままとなっている。 

４月の給与指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前月比 1.54％増となり、特に民間非正規部門が
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同 1.89％増となった。 

ＲＥＭの平均では、07 年の失業率は 8.2％、給与指数の上昇率は前年比 16.59％と予測

されている。 

 

（５）金融 

（イ）株価はやや上昇し、株価指数である Merval 指数は、５月末には 2,243 ポイントとな

った。カントリーリスク指数であるＥＭＢＩ＋はほぼ変化なく、５月末には 277 ポイント

となった。 

（ロ）為替レートはややペソ高に推移し、３月末には 1ドル＝3.08 ペソとなった。外貨準

備高は引き続き増加を続け、５月末には 406 億ドルとなった。 

 ＲＥＭの平均では、07 年の外貨準備高は 451 億ドル、為替レートは 1ドル＝3.14 ペソと

予測されている。 

 

（６）財政 

（イ）財政収支 

経済省が発表した４月の財政収支は、歳入が前年同月比 1.2％、一次歳出が同 0.7％増加

し、一次財政黒字は同 5.5％増の 16 億ペソとなった。 

ＲＥＭの平均では、07 年の一次財政黒字は 257 億ペソ、対ＧＤＰ比で約 3.3％と予測さ

れている。 

（ロ）税収 

経済省が発表した５月の税収は、前年同月比 31.5％増の 189 億ペソとなった。付加価値

税収が同 34.0％増の 5,052 百万ペソ、法人及び個人に係る所得税収は同 26.1％増の 5,322

百万ペソ、社会保障雇用主負担金が同 33.0％増の 1,837 百万ペソ、輸出税収が同 40.4％増

の 1,791 百万ペソ、金融取引税収が 26.1％増の 1,280 百万ペソとなった。 

ＲＥＭの平均では、07 年の税収は、前年比 24.9％増の 1,874 億ペソと予測されている。 

 

（７）貿易 

４月の貿易（ＩＮＤＥＣ発表）は、輸出が前年同月比 9％増の 4,261 百万ドルとなった

一方、輸入が同 23％増の 3,139 百万ドルとなった結果、貿易黒字は同 18％減の 1,122 百万

ドルとなった。輸出は、とうもろこし・小麦等の穀物、大豆粕等の食品工業くず等が増加

した一方、燃料、原油、銅鉱等が減少した。輸入は、農業・金属等への中間財、自動車等

の部品、タンカー・ビデオカメラ等の資本財、冷蔵庫・バイク等の消費財、乗用車が増加

した一方、燃料は減少した。 

ＲＥＭの平均では、07 年の輸出は前年比 11％増の 517 億ドル、輸入は 19％増の 408 億

ドルと予測されている。 
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